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連結株主資本等変動計算書
（2021年４月１日から）2022年３月31日まで

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

千円 千円 千円 千円 千円
当 期 首 残 高 1,207,795 1,815,763 20,704,699 △509,450 23,218,807
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － － △410,393 － △410,393
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － 2,795,295 － 2,795,295

自 己 株 式 の 取 得 － － － △164 △164
連結子会社の自己株式の取得による持分の増減 － － － － －
連結子会社株式の取得による持分の増減 － △1 － － △1
株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （純 額）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － △1 2,384,902 △164 2,384,736
当 期 末 残 高 1,207,795 1,815,761 23,089,602 △509,615 25,603,543

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

土 地 再 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

千円 千円 千円 千円 千円 千円
当 期 首 残 高 397,726 938 △312,234 223,959 357,042 667,433
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － － － － － －
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － － － － －

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － －
連結子会社の自己株式の取得による持分の増減 － － － － － －
連結子会社株式の取得による持分の増減 － － － － － －
株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （純 額）

203,278 △938 － 445,910 △115,747 532,502

連結会計年度中の変動額
合 計 203,278 △938 － 445,910 △115,747 532,502

当 期 末 残 高 601,005 － △312,234 669,870 241,294 1,199,935
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非 支 配 株 主 持 分 純 資 産 合 計
千円 千円

当 期 首 残 高 3,870,174 27,756,414
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － △410,393
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － 2,795,295

自 己 株 式 の 取 得 － △164
連結子会社の自己株式の取得による持分の増減 － －
連結子会社株式の取得による持分の増減 － △1

株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （純 額）

855,949 1,388,452

連結会計年度中の変動額
合 計 855,949 3,773,188

当 期 末 残 高 4,726,124 31,529,603
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連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び名称
連結子会社の数 ９社
連結子会社の名称
（国内）テクノクオーツ株式会社、株式会社グロース、

ジーエルソリューションズ株式会社、株式会社フロム
（国外）GL Sciences B.V.、杭州泰谷諾石英有限公司、GL Sciences, Inc.、

GL TECHNO America,Inc.、技尔(上海)商貿有限公司
2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称

該当事項はありません。
（2）持分法を適用しない関連会社の名称

株式会社京都モノテック、株式会社AGIグラスアカデミー
持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。
3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、杭州泰谷諾石英有限公司及び技尔(上海)商貿有限公司の決算日は、12

月31日であります。
連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

② デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務の評価基準及び評価方法
時価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品・原材料及び貯蔵品…移動平均法に基づく原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）
製 品 及 び 仕 掛 品…個別法又は総平均法に基づく原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）
（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社は定額法を採用しておりま
す。
ただし、当社及び国内連結子会社は1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額
法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３～50年
機械装置及び運搬具 ２～15年
その他 ２～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエアのうち自社利用分については、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法、販売目的分については、見込販売数量に基づく償却額と見込販売可能期間（３
年）に基づく定額法のいずれか大きい額を償却する方法によっております。
③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
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（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。
② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担分を計上し
ております。
③ 役員退職慰労引当金

役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額
を計上しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社は「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３

月31日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号
2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時
点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しておりま
す。
収益を認識にするにあたっては、当社グループが主な事業としている分析機器事業、

半導体事業、自動認識事業における製品の販売、サービス業務及びその他の販売につい
て、顧客との契約に基づき履行義務を識別しており、通常は下記の時点で当社グループ
の履行義務を充足すると判断して収益を認識しております。
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① 分析機器事業及び自動認識事業
分析事業においては、ガスクロマトグラフ及び液体クロマトグラフの装置・消耗品等の

開発・製造・販売を行っております。
自動認識事業においては、非接触ICカードを使用した周辺機器の開発・製造・販売を行

っております。
a 製品・商品の販売に係る収益
製品・商品の販売については、製品・商品の引渡時点において、顧客が当該製品・商品

に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し、当該時点において収益を認識し
ております。国内販売においては出荷時から当該製品・商品の支配が顧客に移転される時
までの期間が通常の期間である場合には、出荷した時点で収益を認識し、輸出販売におい
ては顧客と合意した地点に製品・商品が到着した時点で収益を認識しております。
b サービス及びその他の販売に係る収益
サービス及びその他の販売に係る収益には、主に製品に関連した点検保守、修理、移設

などの業務に係る収益が含まれ、サービス提供完了時点において収益を認識しておりま
す。
② 半導体事業

半導体製造装置メーカーを主な得意先としており、石英製品・シリコン製品の製造・販
売を行っております。
主に完成した製品を顧客に供給することを履行義務としており、原則として製品の納
入時点において支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断していることから、
当時点において収益を認識しております。国内販売においては出荷時から当該製品の支
配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷した時点で収益
を認識し、輸出販売においては顧客と合意した地点に製品が到着した時点で収益を認識
しております。

取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、値引き額等
を控除した金額で算定しております。
これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね
１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。
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（5）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
a 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。
b 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（３年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（３年）による定額法により費用処理しております。
c 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。

② 重要なヘッジ会計の方法
a ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。

b ヘッジ対象とヘッジ手段
外貨建取引をヘッジ対象とし、為替予約をヘッジ手段としております。

c ヘッジ方針
ヘッジ取引は実需に基づいたリスクのみを対象とし、投機的な手段としては行ってお

りません。
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(会計方針の変更に関する注記)
1.「収益認識に関する会計基準」の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支
配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益
を認識することとしております。
これにより、一部の取引について、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認

識していましたが、顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理人に
該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益
を認識することとしています。また、販売費及び一般管理費に計上しておりました支払手数
料の一部を、売上高より控除する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場
合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新た
な会計方針を適用しておりますが、当該期首残高に与える影響はありません。
この結果、当連結会計年度の売上高が 785,350千円、売上原価が 774,170千円、販売費

及び一般管理費が 11,180千円それぞれ減少したことで、売上総利益が 11,180千円減少し
ておりますが、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありませ
ん。
2.「時価の算定に関する会計基準」の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算
定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及
び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわた
って適用することとしております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関す

る事項等の注記を行うこととしました。
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(会計上の見積りに関する注記)
棚卸資産の評価
（１）当連結会計年度計上額
棚卸資産（貯蔵品を除く） 7,726,255千円
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①分析機器事業及び自動認識事業
過去の出荷実績等合理的と考えられる要因を考慮した上で、科目毎の経過年数に応じて、
規則的に帳簿価額を切り下げております。また、一定の回転期間を超える場合には、販売可
能性を考慮して帳簿価額を切り下げております。各事業の市場環境が悪化し、棚卸資産の経
過年数及び回転期間が増加した場合には、翌連結会計年度の連結計算書類において認識する
金額に重要な影響を与える可能性があります。
②半導体事業
連結会計年度末における正味売却価額が取得原価より下落している場合には、当該正味売
却価額で測定し、取得原価との差額を売上原価として認識しております。また、営業循環過
程から外れた棚卸資産については、過去の出荷実績等合理的と考えられる要因を考慮した上
で、科目毎の経過年数に応じて、規則的に帳簿価額を切り下げております。
将来の半導体市況が見通しより悪化し、正味売却価額が著しく下落した場合、又は経過年

数が増加した場合には、翌連結会計年度の連結計算書類において認識する金額に重要な影響
を与える可能性があります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 13,403,764千円
2. 土地の再評価
当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号 最終改正 平

成13年６月29日）に基づき、2002年３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。
なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11

年３月31日公布法律第24号）に基づき、再評価差額から再評価に係る繰延税金負債を控除し
た金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４
号に定める、地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計
算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算
定した価額に合理的な調整を行って算定する方法
再評価を行った年月日 2002年３月31日
再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額 △169,567千円

3. 担保資産及び対応債務
担保資産
建物及び構築物 2,395,325千円
土地 2,173,981

計 4,569,306千円
担保資産に対応する債務
短期借入金 582,728千円
長期借入金 1,122,344

計 1,705,072千円
4. 過年度において、国庫補助金等の受入により土地の取得価額から控除している圧縮記帳額
は、300,000千円であります。

5. 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 当連結会計年度

増加株式数
当連結会計年度
減少株式数 当連結会計年度末

普通株式（千株） 11,190 － － 11,190
2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年
６月24日
定時株主総会

普通株式 410,393 40 2021年
３月31日

2021年
６月25日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
決 議 株式の種類 配当金の総額

（千円） 配当の原資 １株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年
６月23日
定時株主総会

普通株式 512,988 利益剰余金 50 2022年
３月31日

2022年
６月24日
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定しており、資金調達
については主に銀行借入によっております。また、デリバティブについては、後述するリ
スクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び電子記録債権、売掛金は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。当該リスクに関しては、当社グループの社内規程に従い、取引先ごとに信用限度
額を定め、適切な期日管理及び残高管理をするとともに、適宜、信用状況のモニタリング
を行っております。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有

する企業の株式であり、定期的に時価を把握し社内規程に則り適正に評価・管理しており
ます。
営業債務である支払手形及び電子記録債務、買掛金は、ほとんどが１年以内の支払期日

であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設

備投資に係る資金調達であります。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替変動リスクに対するヘッジ取引を

目的とした先物為替予約取引であります。
なお、社内規程において取引の状況を定期的に担当役員に報告する旨を規定しており、

また、信用リスクを軽減するために、信用度の高い国内の銀行とのみ取引を行っておりま
す。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
「2．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等につ
いては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりです。
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 有価証券及び投資有価証券
その他有価証券 1,966,004 1,966,004 ―

資産計 1,966,004 1,966,004 ―
(2) 長期借入金 1,846,707 1,827,989 △18,717

負債計 1,846,707 1,827,989 △18,717
(*1) 「現金及び預金」「受取手形」「電子記録債権」「売掛金」「支払手形」「電子記録債務」「買掛金」
「短期借入金」「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が
帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(注1) その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は60千円であり、売却益の合計は0千円であります。
また、その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、連結貸借対照表計上額及びこれ

らの差額については、次のとおりであります。

種類
取得価額又は
償却原価
(千円)

連結貸借対照表
計上額
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が (1)株式 987,003 1,863,842 876,838

取得価額又は償却原価を (2)その他 － － －

超えるもの 小計 987,003 1,863,842 876,838

連結貸借対照表計上額が (1)株式 88,769 67,541 △21,228

取得価額又は償却原価を (2)その他 35,743 34,620 △1,122

超えないもの 小計 124,513 102,161 △22,351

合計 1,111,516 1,966,004 854,487
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(注2) 市場価格のない株式等

区分 連結貸借対照表計上額
(千円)

非上場株式 19,900
上記については、「(1) ①その他有価証券」には含めておりません。

(注3) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

受取手形 780,042 － － －

電子記録債権 2,256,248 － － －

売掛金 7,316,296 － － －

合計 10,352,588 － － －

(注4) 短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 2,113,390 － － － － －
長期借入金 － 558,916 443,133 386,668 327,970 130,020

合計 2,113,390 558,916 443,133 386,668 327,970 130,020
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3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の
３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。
(1)時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
その他有価証券
株式 1,931,383 － － 1,931,383
その他 34,620 － － 34,620

資産計 1,966,004 － － 1,966,004
(2)時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 1,827,989 － 1,827,989
負債計 － 1,827,989 － 1,827,989

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
上場株式等は相場価格を用いて評価しております。上場株式等は活発な市場で取引
されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想
定される利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（賃貸等不動産に関する注記）
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、東京都において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を区分所有しております。
2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円）
1,710,184 1,789,120

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
2. 時価の算定方法

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用い
て調整を行ったものを含む。）であります。
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（収益認識に関する注記）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
事業別に分解した収益の情報は以下のとおりです。

当連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)
(単位：千円）

報告セグメント
合計

分析機器事業 半導体事業 自動認識事業

分析用装置 5,629,538 － － 5,629,538

分析機器用消耗品 10,338,871 － － 10,338,871

半導体製造用石英製品 － 14,280,717 － 14,280,717

半導体製造用シリコン製品 － 1,327,092 － 1,327,092

半導体製造用その他 － 150,486 － 150,486

自動認識用機器組込製品 － － 827,505 827,505

自動認識用完成系製品 － － 286,032 286,032

自動認識用その他 － － 279,561 279,561
顧客との契約から生じる
収益 15,968,410 15,758,295 1,393,099 33,119,805

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 15,968,410 15,758,295 1,393,099 33,119,805
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2. 収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「(連結計算書類の作成のための基本となる重要な
事項に関する注記等) ４.会計方針に関する事項 (4)重要な収益及び費用の計上基準」に記
載のとおりです。

3. 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係
並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識する
と見込まれる収益の金額及び時期に関する情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

該当事項はありません。
（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想さ
れる契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略
しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重
要な金額はありません。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 2,612円48銭
2. １株当たり当期純利益 272円45銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

記載金額は、表示単位未満の金額を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（2021年４月１日から）2022年３月31日まで

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

千円 千円 千円 千円
当 期 首 残 高 1,207,795 1,751,219 68,492 1,819,711
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － － － －
当 期 純 利 益 － － － －
自 己 株 式 の 取 得 － － － －
株主資本以外の項目の事業年度中の
変 動 額 （純 額） － － － －
事業年度中の変動額
合 計 － － － －
当 期 末 残 高 1,207,795 1,751,219 68,492 1,819,711

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合 計圧縮記帳
積 立 金 別途積立金 繰越利益

剰 余 金
千円 千円 千円 千円 千円

当 期 首 残 高 162,748 121,387 7,586,000 5,622,806 13,492,942
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － － － △410,393 △410,393
当 期 純 利 益 － － － 1,335,844 1,335,844
自 己 株 式 の 取 得 － － － － －
株主資本以外の項目の事業年度中の
変 動 額 （純 額） － － － － －
事業年度中の変動額
合 計 － － － 925,451 925,451
当 期 末 残 高 162,748 121,387 7,586,000 6,548,258 14,418,394
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株 主 資 本
自己株式 株主資本合計

千円 千円
当 期 首 残 高 △509,450 16,010,998
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － △410,393
当 期 純 利 益 － 1,335,844
自 己 株 式 の 取 得 △164 △164
株主資本以外の項目の事業年度中の
変 動 額 （純 額） － －
事業年度中の変動額
合 計 △164 925,286
当 期 末 残 高 △509,615 16,936,285

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

千円 千円 千円 千円 千円
当 期 首 残 高 399,188 938 △312,234 87,892 16,098,891
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － － － － △410,393
当 期 純 利 益 － － － － 1,335,844
自 己 株 式 の 取 得 － － － － △164
株主資本以外の項目の事業年度中の
変 動 額 （純額） 208,910 △938 － 207,972 207,972
事業年度中の変動額
合 計 208,910 △938 － 207,972 1,133,258
当 期 末 残 高 608,099 － △312,234 295,864 17,232,150
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外……時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却
原価は、移動平均法により算定）

市 場 価 格 の な い 株 式 等……移動平均法による原価法
（2）デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務の評価基準及び評価方法

時価法
（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品・原材料及び貯蔵品…移動平均法に基づく原価法
（収益性の低下による簿価切下げの方法）

製 品 及 び 仕 掛 品…個別法又は総平均法に基づく原価法
（収益性の低下による簿価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物 （附属設備を除く）並びに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ３～50年
構築物 ７～40年
機械及び装置 ２～７年
工具、器具及び備品 ２～20年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
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3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

（2）賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期の負担分を計上しております。

（3）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
a 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。
b 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（３年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費
用処理しております。
過去勤務費用については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（３年）による定額法により費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連

結貸借対照表と異なります。
（4）役員退職慰労引当金

役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額
を計上しております。
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4. ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
（2）ヘッジ対象とヘッジ手段

外貨建取引をヘッジ対象とし、為替予約をヘッジ手段としております。
（3）ヘッジ方針

ヘッジ取引は実需に基づいたリスクのみを対象とし、投機的な手段としては行っており
ません。

5. 収益及び費用の計上基準
当社は「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び

「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26
日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
収益を認識にするにあたっては、当社の事業である分析機器事業における製品の販売、

サービス業務及びその他の販売について、顧客との契約に基づき履行義務を識別しており、
通常は下記の時点で当社の履行義務を充足すると判断して収益を認識しております。
・分析機器事業においては、ガスクロマトグラフ及び液体クロマトグラフの装置・消耗品
等の開発・製造・販売を行っております。
・製品・商品の販売に係る収益

製品・商品の販売については、製品・商品の引渡時点において、顧客が当該製品・商
品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し、当該時点において収益を認
識しております。国内販売においては出荷時から当該製品・商品の支配が顧客に移転さ
れる時までの期間が通常の期間である場合には、出荷した時点で収益を認識し、輸出販
売においては顧客と合意した地点に製品・商品が到着した時点で収益を認識しておりま
す。
・サービス及びその他の販売に係る収益

サービス及びその他の販売に係る収益には、主に製品に関連した点検保守、修理、移
設などの業務に係る収益が含まれ、サービス提供完了時点において収益を認識しており
ます。
取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、値引き額等を

控除した金額で算定しております。これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、
別途定める支払条件により概ね１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりま
せん。

6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
該当事項はありません。
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(会計方針の変更に関する注記)
1.「収益認識に関する会計基準」の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が
顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認
識することとしております。
これにより、一部の取引について、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認

識していましたが、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する
取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識す
ることとしています。また、販売費及び一般管理費に計上しておりました支払手数料の一部
を、売上高より控除する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の
累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方
針を適用しておりますが、当該期首残高に与える影響はありません。
この結果、当事業年度の売上高が 747,391千円、売上原価が 736,211千円、販売費及び

一般管理費が 11,180千円それぞれ減少したことで、売上総利益が 11,180千円減少してお
りますが、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。

2.「時価の算定に関する会計基準」の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算
定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定め
る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって
適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。
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(会計上の見積りに関する注記)
棚卸資産の評価
（１）当事業年度計上額
棚卸資産（貯蔵品を除く） 3,776,577千円
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
過去の出荷実績等合理的と考えられる要因を考慮した上で、科目毎の経過年数に応じて、
規則的に帳簿価額を切り下げております。また、一定の回転期間を超える場合には、販売可
能性を考慮して帳簿価額を切り下げております。市場環境が悪化し、棚卸資産の経過年数及
び回転期間が増加した場合には、翌事業年度の計算書類において認識する金額に重要な影響
を与える可能性があります。

(貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 4,983,221千円
2. 関係会社に対する短期金銭債権 341,690千円
関係会社に対する短期金銭債務 38,049千円
関係会社に対する長期金銭債務 120千円

3. 土地の再評価
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号 最終改正 平成13年

６月29日）に基づき、2002年３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。
なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成

11年３月31日公布法律第24号）に基づき、再評価差額から再評価に係る繰延税金負債を
控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。
再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第
４号に定める、地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格
の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に
より算定した価額に合理的な調整を行って算定する方法
再評価を行った年月日 2002年３月31日
再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額 △169,567千円
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4. 担保資産及び対応債務
担保資産
建物 1,151,695千円
土地 1,078,118

計 2,229,813千円
担保資産に対応する債務
短期借入金 37,200千円
一年内返済予定の長期借入金 250,120
長期借入金 1,012,900

計 1,300,220千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 1,068,766千円
仕入高 296,492千円
その他 6,185千円
営業取引以外の取引高 271,258千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の数
普通株式 930,224株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
土地再評価差額金（損） 162,921千円
賞与引当金 136,358
関係会社株式評価損 123,312
投資有価証券評価損 32,026
未払社会保険料 20,595
役員退職慰労引当金 18,667
未払事業税 13,728
棚卸資産評価損 10,150
その他 42,986
繰延税金資産小計 560,748千円
評価性引当額 △338,958
繰延税金資産合計 221,789千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 256,783千円
土地再評価差額金（益） 97,024
土地圧縮積立金（益） 53,572
前払年金費用 33,648
繰延税金負債合計 441,029千円
繰延税金負債純額 △219,240千円

（収益認識に関する注記）
・収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表と同一であります。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 1,679円58銭
2. １株当たり当期純利益 130円20銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

記載金額は、表示単位未満の金額を切り捨てて表示しております。
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